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兵庫県の有機農業・環境創造型農業の推進状況

第１回「有機農産物等の流通・販売に関する検討会」

令和６年７月２６日
兵庫県農林水産部農業改良課
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Ⅰ 環境創造型農業の推進にかかる国・県の動き

□ 平成４年に国は環境保全型農業、本県は環境創造型農業の推進を開始

□ 有機農業は、国よりも早くに県の定義を作り、認定制度を創設

兵 庫 県 国

環境創造型農業 環境保全型農業
農業の持つ物質循環機能を生かし、生
産性との調和に留意しつつ、土づくり
等を通じて化学肥料・農薬の使用等に
よる環境負荷の 軽減に配慮した持続的
な農業

①安全な食料の供給機能、②環境形成
機能、③自然との共存機能、④教育的
機能の向上を図り、人と自然、都市と
農村、生産者と消費者が共に生きる社
会の実現と、農業者の誇りを醸成する
人と環境の新しい関係を創造する農業

有機農業認定制度を創設
化学的に合成された農薬と肥料などを
使用しない農業生産方式

有機JAS認証制度を発足ひょうご安心ﾌ゙ ﾗﾝﾄ゙ 認証制度を創設
制度移行

環境負荷軽減に配慮した生産方式によ
り生産、農薬を使用した場合は食品衛
生法の残留農薬基準の1/10以下を確認
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Ⅱ 環境創造型農業の推進

環境創造型農業推進方針の策定H4

環境創造型農業推進計画（計画期間：H21～30）H20

環境創造型農業推進計画（第２期）（計画期間：H31～R7）H30

定
義

定
義

環境創造型農業
うち有機農業

H19

4,281ha
165ha 

H30

33,000ha
1,000ha

目
標

環境創造型農業
うち有機農業

H29

20,016ha
986ha

R7

22,800ha
1,500ha

目
標

１ 省力かつ実用的な技術の開発・普及
２ 経営として成り立つ有機農業の拡大
３ 農産物の流通・販売促進
４ 県民の理解促進
５ 国際水準に対応したレベルアップ

推
進
施
策

有機農業

同上

環境創造型農業
兵庫県持続性の高い農業生産方式の導入指針等に基づき、有機質資材の投入による

「土づくり技術」を基本に、化学肥料や化学合成農薬に過度に依存しない「化学肥料
低減技術」と「化学合成農薬低減技術」の３技術を同時に導入する農業生産方式

１技術の開発と普及の促進
２農業者等への支援
３消費者等の理解の促進
４推進状況の把握及び評価の方法

推
進
施
策

環境創造型農業
有機質資材の施用等による土づくりを基本に、

化学的に合成された肥料及び農薬の使用を慣行よ
り30％以上低減する生産方式

有機農業（有機農業推進法と同じ定義）
・化学的に合成された肥料及び農薬を使用しない
・遺伝子組み換え技術を利用しない
・農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減
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Ⅲ 環境創造型農業の定義の変更

環境創造型農業推進計画（計画期間：H21～30）H20

環境創造型農業推進計画（第２期）（計画期間：H31～R7）H30

環境創造型農業
有機質資材の施用等による土づくりを基

本に、化学的に合成された肥料及び農薬の
使用を慣行より30％以上低減する生産方式

環境創造型農業
兵庫県持続性の高い農業生産方式の導入

指針等に基づき、
① 「土づくり技術」を基本に、
② 「化学肥料低減技術」
③ 「化学合成農薬低減技術」
の３技術を同時に導入する農業生産方式

技術
中心に変更

農業者が取り組
み易くするため

化学肥料、
化学農薬の

低減
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環境創造型農業推進計画（計画期間：H21～30）H20

環境創造型農業推進計画（第２期）（計画期間：H31～R7）H30

環境創造型農業
有機質資材の施用等による土づくりを基

本に、化学的に合成された肥料及び農薬の
使用を慣行より30％以上低減する生産方式

環境創造型農業
兵庫県持続性の高い農業生産方式の導

入指針等に基づき、
① 「土づくり技術」を基本に、
② 「化学肥料低減技術」
③ 「化学合成農薬低減技術」
の３技術を同時に導入する農業生産方式

技術
中心に変更

農業者が取り組
み易くするため

化学肥料、
化学農薬の

低減

１ 有機質資材投入技術（土づくり技術）
①たい肥等有機質資材施用、②緑肥作物利用

２ 代替技術
(1)化学肥料低減技術

③局所施用、④肥効調節型肥料施用、⑤有機質肥料施用
(2)化学合成農薬低減技術

⑥温湯種子消毒、⑦機械除草、⑧除草用動物利用、⑨生物農薬利用、
⑩対抗植物利用、⑪抵抗性品種栽培・台木利用、⑫天然物質由来農薬利用、
⑬土壌還元消毒、⑭熱利用土壌消毒、⑮光利用、⑯被覆栽培、
⑰フェロモン剤利用、⑱マルチ栽培、⑲中干延期、⑳冬期湛水
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Ⅳ 環境創造型農業取組面積の推移

□ 近年、農業者の高齢化等で取組面積の伸びが鈍化

環境創造型農業取組面積１
8

第2期計画第1期計画
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有機農業取組面積２

□ 有機農業実施面積は着々と増加
□ 近年は伸びが鈍化し、目標との差が拡大
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10
有機農業取組面積２

現状
2020年

(R2)

目標
2030年
(R12)

2050年
(R32)

国
みどりの食料ｼｽﾃﾑ
戦略の目標設定

有機農業面積 2.52万ha 6.3万ha 100万ha

耕地面積に占める
有機農業割合 0.6% 1.5% 25%

兵庫県
ひょうご農林水産
ビジョン2030の目標

有機農業面積 1,031ha 1,850ha －

耕地面積に占める
有機農業割合 1.4% 2.7% －

＜国と本県の有機農業の取組実態＞

＜本県の有機農業のJAS認証取得割合＞

□ 令和２年度現在の耕地面積に占める有機農業の
割合は、本県の方が高い

□ 本県有機農業のJAS認証取得割合は約２割
26%

25%

24%

3%

2%

1%

0

有機農業 うち有機JAS JAS割合 参考(全国)

R2面積 1,031ha 201.2ha 20% 56%
R5面積 1,161ha 270.4ha 23% －

1,031ha
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１ 省力かつ実用的な技術の開発・普及

２ 経営として成り立つ有機農業の拡大

３ 農産物の流通・販売促進

４ 県民の理解促進

５ 国際水準に対応したレベルアップ

Ⅴ 環境創造型農業推進計画（第２期）の推進施策 11
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１ 省力かつ実用的な技術の開発・普及
土づくり技術や化学肥料・化学合成農薬低減技術の組立・普及を推

進するため､以下の取組を進めている。
ア 化学合成農薬低減技術の実証

農林水産技術総合センターが開発した化学合成農薬低減技術の実証ほを設置し、
現地に適した①技術体系の組立、②栽培マニュアルの作成などにより技術の普及
を推進

イ 土づくり・化学肥料低減技術の実証
たい肥等を活用した土づくり効果や化学肥料低減技術の実証ほを設置

レタスの黄色LED実証ほ(洲本市)
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２ 経営として成り立つ有機農業の拡大

有機農業の担い手を育成し、有機農産物の生産拡大を図るため、以下の
取組を進めている。

ア 地域の経営モデルとなる有機農業親方農家の確保・育成

イ 親方農家や市町・ＪＡ等と連携した就農支援体制の強化

ウ 有機農業者の販路拡大のため、実需者とのマッチングの推進

エ 有機JAS認証の取得支援及び普及指導員の指導力向上
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【R5】 県内有機農業者へのアンケートを実施し、研修生の受け入
れ等の体制確立を推進

【R5】 親方農家の紹介資材を作成し、有機農業の就農希望者との
マッチングを強化
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３ 農産物の流通・販売促進

環境創造型農業で生産された農産物の価値が、実需者や消費者に伝わ
るよう兵庫県認証食品の取得を推進している。

また、有機農産物の輸出拡大や量販店での取扱増加などの需要拡大に
対応するため、農業者と流通・販売事業者とのマッチング実施による有
機農産物の販路拡大を推進している。

研修会･商談会（神戸市）

14

有機農業者の研修会及び商談会
有機農業者の経営安定を支援する

ため、コープ有機等流通･販売業者
や有機JAS認証機関と連携して研修
会を開催。

あわせて、流通･販売業者と有機
農業者の商談会を開催して、販路拡
大を支援
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４ 県民の理解促進

令和元年度まで※は、環境創造型農業推進フォーラムを開催
※環境創造型農業推進計画（第1期）の計画終期

現在は、以下の取組を支援している。
ア 農業者団体等が主催する環境学習・食育研修会の開催

イ 農業者と消費者の相互理解を促進するため、有機農業体験などの
実践活動や有機農業教室・講座の開催

有機農業教室・講座を通じた県民の理解醸成

有機農業の実践者と理解者を育成
するため、県内での農業教室・講座
の開催を支援
（年間10日の定期開催：12か所等）

有機農業教室（県立農業大学校）
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５ 国際水準に対応したレベルアップ
国際水準へのレベルアップを図るため、国際水準ＧＡＰの取組促進や、

有機農業の拡大にあわせて有機ＪＡＳの取得を推進している。
ア 有機JAS認証の取得支援及び普及指導員の指導力向上

イ 国際水準ＧＡＰの取得支援

年度 主な指導内容

令和
元年

有機農業で使える農薬、
肥料の指導助言 等

令和
２年

有機JAS認証制度の説明、
有機農業で使える農薬、
肥料の指導助言 等

本県の有機JAS認証事業者数（生産工程管理者：農産物）
出展：農林水産省資料

普及指導員が有機JAS指導員として
行った現地指導概要
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